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１５の３
中央農業総合研究センターニュース№１７　５頁
写
17年6月


債務者
債務者の本実験の目玉とした開発した技術（ディフェンシン遺伝子）を特許出願していること。

１８
陳述書
原
17年7月7日
金谷武志
導入遺伝子が食用部分に発現しないという債務者の説明がその後，二転三転した事実。

地元住民への同意が不十分であった事実。

１９
陳述書
原
17年7月7日


金川貴博
ディフェンシンが人類に与える影響について

ディフェンシンが土壌微生物に与える影響について

本野外実験の目的が不明であること。

２０
記者会見資料
写
13年10月3日
債務者
債務者が平成13年10月3日，キャベツとコマツナからディフェンシン遺伝子を取り出し，イネに挿入する技術を開発したと記者発表した事実

２１
第一種使用規程承認申請書
写
16年11月17日
債務者
債務者が作成した本野外試験の第一種使用規程承認申請書



２２　
本実験説明会用配布資料
写
17年4月29日


債務者
いもち病の検査方法について「いもち病接種検定」，「６月中・下旬いもち病菌接種」と記載。

２３
論文「抗菌蛋白質ディフェンシンの多様な機能特性」
写
17年4月雑誌掲載


債務者職員の川田元滋，黒田秧，田中宥司
植物由来のディフェンシン蛋白質は発見から日が浅く，まだまだ未知の領域が多いとされている事実
ディフェンシンの耐性菌が出現していることを債務者が確認している事実

２４
書籍「ヤバンな科学」抜粋
原
16年8月30日
池内　了
良心的な科学者の科学に対する謙虚な姿勢，市民との協調関係のあるべき姿を示す一例として，宇宙物理学を専門とする著明な科学者である池内氏の論考を紹介する。同氏は，競争にさらされる現代の科学者が，開発優先の思考から科学の負の側面を軽視し，市民と遊離しがちなことに警鐘をならし，具体的に遺伝子組み換え食品の開発状況に慎重な姿勢を示している。

２５
本裁判の争点対比一覧表
写
17年7月11日
債権者代理人　柳原敏夫
申立書と答弁書の争点を一目で分かる一覧表にし、今回の準備書面（２）の主張が、どの箇所と対応しているかが一目で分かるもの。

２６
イネ花粉の交雑と飛散距離の検討資料
写
16年
「栽培実験指針」検討会
検討会が交雑防止の隔離距離を算出する際に参考にした事例が５つであったこと。

２７
論文「イネのもち品種種子へのうるち粒混入防止について」
写
昭和53年11月
阿部吉雄外
イネの花粉の飛散距離の検査を２株のイネを使って試験したこと。

２８
新潟日報特集記事「波紋広がる屋外栽培実験」
写
17年6月16日
生井兵治外
現時点では安全性や環境に与える影響に関する基礎的研究が乏しすぎること

２９
平成１７年度における第一種使用規定の承認を受けたＧＭＯ栽培実験の留意点
写
17年4月12日
農水省
イネについて、交雑防止のための隔離距離が新事例の出現のため、２０→２６ｍに変更の連絡

これは当面、暫定的な措置にすぎないことの連絡

３０
論文「植物集団間の自然交雑と隔離に関する受粉生物学的考察」（６）
写

生井兵治


一般論として、花粉の飛散距離が５０～１００ｋｍ、ときには数百ｋｍにも及ぶこと。

上の研究について今まで報告例が少なすぎること

また報告者によって、結果がものすごく幅があること。

３１
北陸研究センター周辺の地図
写
17年7月8日

債権者山田稔の田と本実験の圃場との距離が約２７ｋｍであること

３２
「玄米食のすすめ」（抜粋）
原
昭和60年3月31日
河野友美
玄米の構造

３３
債務者出願の特許の公開公報（抜粋）
写
15年3月25日
特許庁
債務者の研究開発したディフェンシンに関する発明の特許出願で、モディファイした(改変)遺伝子を使用している事実。

３４
参天製薬のホームページ
写
17年7月11日



イネの花粉が花粉症の原因のひとつであること。

３５
カルタヘナ法の告示１号
写


第一種使用の栽培を行う者に人の健康に対する影響を考慮すること、食品として使用することが承認申請書に示されているときは、食品の安全性審査との整合性を考慮することを定めていること。

３６
イネ「あいちのかおりＳＢＬ」の紹介
写


従来の品種改良でいもち病と日葉枯病（さらに縞葉枯病）に強いイネ「あいちのかおりＳＢＬ」が存在すること。

３７
統計資料　イネのいもち病の被害量及び被害率
写

農水省
いもち病による被害率が平成１３～１５年の３年間の平均で

１．８％にすぎない事実。

３８
債務者出願の発明の経過一覧
写
17年7月11日


特許庁
複合病害抵抗性を示すディフェンシンに関する発明が、平成１６年７月７日拒絶査定を受け、現在審判中であること。

３９
審判及び異議申立に関する統計資料
写

特許庁


近時の拒絶査定不服審判で発明が成立する割合が２５％を切ること。

４０
食品の安全性審査の手続を経たＧＭ食品・添加物一覧表
写

厚生労働省
これまで食品の安全性審査手続を申請したＧＭ食品は全て外国で研究開発されたものである事実。

４１
ＧＭナタネの自生の記事
写
17年7月8日
日本経済新聞社
生活クラブ生協らの調査で、５府県でＧＭナタネが自生している事実が判明したこと。

４２
「環境法」（第三版）
原
16年2月25日
阿部泰隆外
生物多様性条約（１９９２年）とカルタヘナ議定書（２０００年）とわが国のカルタヘナ法との関係について。

４３の１～3
通達「安全性が確認されたＧＭ大豆栽培の留意点」
写
14年11月21日
農水省
安全性が確認済みのＧＭ大豆ですら、その栽培にあたって事前に周辺地域の住民の理解が十分に得られることを要請した事実。
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